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２０５０年の環境・社会像について（案） 

 

１ ２０５０年の社会像の検討に当たっての考え方等 

２０５０年の社会像については、前回検討会（第７回３月６日）資料３－４「超長期

ビジョンの今後の検討項目と手順（案）」の中の６で示した「６ 目指すべき環境像を

実現している２０５０年の社会像」とそれについての御議論を踏まえ、複数つのシナリ

オについて定量的検討を加えていき、検討を進めることとしたい。 

 

（１） ここで想定する社会像は、「これが目指すべき社会像」という規範的性格を持

ったものでは必ずしもなく、“この設定ではこういう姿になる”という分析を

対照的なケースを設定して行っていくためのものとする。 
 
（２） そのため、今後のあり得る情勢変化の主要な要素と思われるものに関して対照

的な設定を行ったシナリオについて検討していく。（具体的にはグローバル化

と国家自立型の軸を想定） 
（但し、異なるシナリオでも社会経済や環境の多くの要素については共通した

内容となる。） 
 
（３） 環境像については、前回資料３－４「５」で環境・資源の持続可能性上必要な

要素を基本的に一つ設定する内容を提示したが、一つの点を目標に設定すると

いうよりは、２つの社会像それぞれにおいて、厳しめの環境目標水準と甘めの

環境目標水準といった複数の条件での分析を行うこととしたい。 
 

２ 社会像の案 

 これまでの議論を踏まえ、グローバル化の傾向の強いシナリオと、国家自立の傾向の

強いシナリオという以下の２つのシナリオについて検討することとしたい。 

  

（１）社会像Ⅰ グローバル化志向型社会シナリオ 

ア 概要 

国境の壁を低くし国際的な連携を重視して持続可能な社会作りの対応を進め

ている社会。 
国境の壁の低いグローバル化した世界市場を活用して、世界全体の効率的で活

発な経済活動の中で、世界及び我が国の持続可能性を確保しようとする道筋。我

が国としては、国境を低くして、国際的な経済活動の発展の中で持続可能性を確

保していこうとする。 

 

イ この考え方の背景となる世界の動向についての認識 
“国際社会におけるグローバリゼーションの潮流が今後も続くであろう。グロ

ーバル化は今後も続き、経済合理性に基づいた競争原理で資本も自由に流動する
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であろう。各国は自国の得意分野に特化することで競争を行っていくことになろ

う。面積や地下資源のない我が国ではエネルギーや食糧の自給率を高めていくこ

とは経済的に不利である。環境対策についてもアジア諸国や国際的枠組みを十分

に活用し、最も経済に効率的なフレームを構築することを目指すべきである。” 
 

（２）社会像Ⅱ 国家自立志向型社会シナリオ 
 ア 概要 

世界全体の共通性・相互依存性より各国の独自性・自立性をより強め、それぞ

れの持続可能性を高めることで、世界全体としても持続可能性を確保する道筋。

我が国としては、各種の物質や農林水産品について自給率を高めることに重点を

置き、国内での循環の確保に努めることなどで持続可能性を確保していこうとす

る。 
 

イ この考え方の背景となる世界の動向についての認識 
“経済等のグローバル化の進展がある一方で、今後、資源枯渇や食糧問題が顕在

化する恐れも高まる。資源・食糧を海外に大きく依存するような社会システムは

極めて不安定なものとなるであろう。そのため、我が国はエネルギーや食料の自

給率を高め、世界価格の高騰などの非常時の状態にも耐えうるようにしておく必

要がある。また、社会文化的な意味などでもグローバル化と同時にそれぞれの独

自性を確保することも必要である。” 
 

（説明） 

（１）前回資料３－４「６」での社会像Ｃ（国際的連携と国家自立とを柔軟に組み合

わせたより効率的な持続可能社会（玉鋼（たまはがね）国家））については、こ

こではシナリオとして加えていない。これは、“玉鋼”の考え方が、固定した社

会像であるというよりも、状況に応じた最適のもの組み合わせていくといった戦

略的な思考方法を意味するとも考えられ、また、具体的な要素は、ⅠⅡのいずれ

かに含まれると考えられるため玉鋼的社会は状況に応じたⅠとⅡの組合せとも考

えられることから、経路を論じる際に議論することとしたい。 
   
（２） ２０５０年時点の社会に関しては、当面上記２つの設定でモデルを使った定量的

分析を行っていくこととしたい。（定量的分析による裏付けの役割、フィードバ

ック） 

 

（３） ２０５０年時点での社会像の検討の後、２０５０年の社会を作っていく可能な道

筋について検討するため、２０５０年に向かう途中時点についての検討をモデル

分析も用いて行うこととしたい。 

 

次に、シナリオⅠ、Ⅱについての社会各要素を整理し、モデル検討との関係等を表す

図を示す。 



シナリオの整理 2007.4.17

国家連携枠組みの活用 資源・食糧自給率向上，国内循環

ＢａＵで織込 対策 ＢａＵで織り込む
目指すべき社会を作るた

めの対策
ＢａＵで織り込む

目指すべき社会を作るた
めの対策

人口 総人口 相対的に多い － 相対的に少ない －

出生率 現在よりやや増加 現在よりやや増加

移民 現在より大幅増加 現在よりやや増加

日本人出国数 現在より増加 現在よりやや増加

人口配置 相対的に大都市圏集中 非効率な地域からの計画
的撤退。地方部及び大都
市郊外部の集住の促進。
生態系の維持管理のため
には自然地域にも居住者
が必要となる。一次産品
の生産のために地方域人
口の多いBと較べ、分散
配置のために要する費用
は高くなる。

一次産品の生産のため、
相対的に各地域に分散

大都市圏、特に利便性の
低い地域において計画的
撤退を行い、ゴーストタ
ウン化を防ぐ。

世界全体の共通性・相互依存性より各国の独自性・
自立性をより強め、それぞれの持続可能性を高める
ことで、世界全体としても持続可能性を確保する道
筋。我が国としては、各種の物質や農林水産品につ
いて自給率を高めることに重点を置き、国内での循
環の確保に努めることなどで持続可能性を確保して
いこうとする。道筋国家の自立性を強めて持続可能
な社会作りの対応を進める社会。

将来シナリオ－共通部 将来シナリオ-I： グローバル志向シナリオ 将来シナリオⅡ： 国家自立志向シナリオ

概要

　国際社会におけるグローバリゼーションの潮流が
今後も続くであろう。グローバル化は今後も続き、
経済合理性に基づいた競争原理で資本も自由に流動
するであろう。各国は自国の得意分野に特化するこ
とで競争を行っていくことになろう。面積や地下資
源のない我が国ではエネルギーや食糧の自給率を高
めていくことは経済的に不利である。環境対策につ
いてもアジア諸国や国際的枠組みを十分に活用し、
最も経済に効率的なフレームを構築することを目指
すべきである。

技術開発・普及とライフスタイル改善の両輪による
脱炭素・循環型社会の構築

将来シナリオ－共通部

シナリオの背景となる世界の
動向についての認識

　国境の壁の低いグローバル化した世界市場を活用
して、世界全体の効率的で活発な経済活動の中で、
国際的な連携を重視して持続可能性を確保しようと
する道筋。我が国としては、国際的連携を強め、経
済合理性を重視しつつ、世界規模および我が国の持
続可能性を確保していこうとする。

　経済等のグローバル化の進展がある一方で、今
後、資源枯渇や食糧問題が顕在化する恐れも高ま
る。資源・食糧を海外に大きく依存するような社会
システムは極めて不安定なものとなるであろう。そ
のため、我が国はエネルギーや食料の自給率を高
め、世界価格の高騰などの非常時の状態にも耐えう
るようにしておく必要がある。また、社会文化的な
意味などでもグローバル化と同時にそれぞれの独自
性を確保することも必要である。

将来シナリオ-I： グローバル志向シナリオ 将来シナリオⅡ： 国家自立志向シナリオ

目指すべき社会を作るための
対策の骨格



将来シナリオ－共通部 将来シナリオ-I： グローバル志向シナリオ 将来シナリオⅡ： 国家自立志向シナリオ

経済 経済規模 一人当たり成長率1.5%
超/年

一人当たり成長率1%/年

第一次産業 シナリオIIよりも小 農水産物・林産物の国内
生産量が増加し、第一次
産業の生産量はIよりも
大。

第二次産業 日本の高品質な製造品は
海外拠点で生産。ライセ
ンス収入大。

日本の高品質な製造品の
輸出は活発。

第三次産業 大都市圏において人・資
本の集積度を高く、国際
競争力を有する都市圏が
成立。第三次産業の生産
量はIIよりも大きい。

シナリオIよりも小。

鉄鋼 海外の粗鋼需要について
は日本の先端技術によっ
て海外拠点で生産。

（日本のスクラップ鉄は
アジア地域に輸出）

アジア地域における高品
質の粗鋼需要については
日本の先端技術によって
日本で生産され輸出され
る。

日本の蓄積されたスク
ラップ鉄から高品質の鉄
を生産する技術の開発

セメント 公共インフラ需要の低下
に伴い生産量は低位に推
移。

廃棄物利用技術の進展

紙 ICTにより紙を媒体とし
た情報伝達の需要が激減

環境誘発型ビジネス 日本の省/新エネ製品製
造・環境支援サービスな
ど環境誘発型ビジネスは
我が国のリーディング産
業に。



将来シナリオ－共通部 将来シナリオ-I： グローバル志向シナリオ 将来シナリオⅡ： 国家自立志向シナリオ

原子力発電 比較的小さい 比較的大きい

バイオマス 海外バイオマス 国内バイオマス

太陽・風力

水素

CCS － －

レアメタル BRICs諸国などの経済成
長により価格が高騰。

代替財を用いた生産技
術・高度なリサイクル技
術を開発し、世界各地域
に振興する。

生産国が自国や友好国へ
の供給を優先させるた
め、国際価格が高騰。

リサイクル 省資源生産技術をアジア
諸国の産業政策に組み込
む。蓄積された再利用可
能資源の多くはアジアに
輸出される。

地域内・自国内でのク
ローズドループシステム

木材自給率 吸収源として森林を維
持・管理するものの、バ
イオマスエネルギー、
紙、木製品の供給源の多
くは海外に依存するた
め、木材自給率は低位に
推移。

吸収源として森林を維
持・管理するものの、バ
イオマスエネルギー、
紙、木製品の供給源の多
くは国内に依存するた
め、木材自給率は高位に
推移。

水 節水型社会の構築 下水道利用率の向上 農業施設排水処理施設の
充実。

食糧 食糧自給率 日本は付加価値の高い農
産物の生産に特化。金額
ベースでの自給率は高位
に推移するが、カロリー
ベースの自給率の低位の
まま推移。

輸入品についてもトレイ
サビリティを確実なもの
とする国際的枠組みを構
築。

消費者は日本に風土に
あった作物を選好する。
生産者は付加価値の高い
農作物だけでなく、消費
者が選択する作物を生産
するため、自給率は高位
に推移する。

（どの対策に重きをおく
かはシナリオI、シナリオ
IIによらず感度解析として
実施）
a. 原子力，CCS
b. 新エネ (太陽･風力)
c. バイオマス
d. 水素

エネル
ギー
・資源



将来シナリオ－共通部 将来シナリオ-I： グローバル志向シナリオ 将来シナリオⅡ： 国家自立志向シナリオ

技術 省エネルギー技術 脱温暖化社会の構築を目
指し、積極的に省エネ技
術の開発を行い、普及を
促進させていく。

世界規模の省エネルギー
技術開発の競争により、
相対的に効率の高い省エ
ネルギー技術が開発さ
れ、普及する。

省エネルギー技術開発は
国内市場においての競争
であり、省エネルギー技
術のレベルは相対的に高
くない。

リサイクル技術 循環型社会の構築を目指
し、積極的に３R技術の
開発を行い、普及を促進
させていく。

世界規模のリサイクル技
術開発の競争により、相
対的に効率の高いリサイ
クル技術が開発され、普
及する。

リサイクル技術開発は国
内市場においての競争で
あり、リサイクル技術の
レベルは相対的に高くな
い。

汚染防止・除去技術 積極的に汚染防止・除去
技術の開発を行い、普及
を促進させていく。
　我が国で普及した除去
技術が途上国における汚
染問題の解決に大きく貢
献。

ICT 通信コミュニケーション
システムが洗練化。出張
移動の代替となる。

製品や行動の環境負荷情
報を消費者に正確かつ簡
易に提供する技術が普
及。

国土 公共インフラ 基本的なインフラについ
ては成熟し、公共インフ
ラ整備需要は減少。

スクラップ素材や木材な
どの国内資源を十分に活
用してインフラを構築す
る。

農地面積 食糧自給率が低位にする
ことにより農地面積は増
加しない。

バイオマスエネルギーの
多くは海外から調達され
るため、バイオマス耕作
地面積は増大しない。

食糧生産量の増加、バイ
オマス作物生産量の増加
に伴い、農地面積は増加
する。

バイオマスエネルギーの
多くは国内生産によって
賄われる。そのため、バ
イオマス耕作地面積は増
大する。

森林面積 自然資産の保護、生物多
様性の維持、CO2吸収源
の確保に必要な森林の管
理を行っていく。

森林は経済財の生産地と
ならず、主にCO2吸収
源・生態系サービス提供
地のみとしての役割を担
う。そのため、維持管理
のために必要な費用が高
くなる。維持管理には高
度情報技術が活用され
る。

森林はCO2吸収源地・生
態系サービス提供地のみ
ならず、経済財の生産地
となる。そのため、維持
管理費用は相対的に安く
なる。



将来シナリオ－共通部 将来シナリオ-I： グローバル志向シナリオ 将来シナリオⅡ： 国家自立志向シナリオ

都市・建
築

住居 人口減少に伴い総戸数は
減少傾向。

超断熱・長寿命住宅の普
及。

人口が大都市圏に集中す
るため集合住宅が相対的
に多い

ヒートアイランド対策や
景観に配慮した都市設計

人口が分散し戸建住宅が
相対的に多い

建築・土木構造物 高度成長期の建築物が更
新期を迎える。

維持・管理の徹底により
建築廃棄物の大量発生を
抑える

交通 国際間交通 大幅増加。 － 現状程度。 －
旅客交通 ITSの進展により自動車

交通の安全性は飛躍的に
向上する。

自動車のリース利用を拡
大させ、必要に応じた車
格の自動車を利用できる
ようにする。

既に鉄道インフラが整備
されている大都市圏に人
口が集中するため、自動
車交通の需要はBと較べ
相対的に小さい。

現状では公共交通機関の
整備が十分でない地域に
も居住が続くため、自動
車交通の需要はIと較べ相
対的に大きい。

集住の徹底や公共交通機
関の整備により低炭素交
通システムを構築するこ
とが可能であるが、既存
のインフラを徹底的に活
用できるIと較べて、その
構築には費用を要する。

SCM，鉄道・船舶への
モーダルシフトによって
省エネ貨物輸送システム
を構築。

ライフ
スタイル

消費行動 製品の長期使用、リユー
ス、リサイクルの活用な
どにより物的資源の絶対
的需要水準が低下。

勤務形態 ICTの進展により自由な
勤務形態を選択できるよ
うになる。

通勤による環境負荷が低
減されるような交通イン
フラ・都市構造が構築さ
れる。

生態系 それぞれの生物の特性に
応じて、生育・生育空間
のつながりや適切な配置
を確保した地球的視野の
生態系ネットワークの形
成

国際貢献 アフリカ諸国の貧困、熱
帯地方の生態系破壊など
について積極的関与。

貨物輸送・物流イ
ンフラ


